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目黒区議会議長

宮澤 宏行

質問通告について

令和元年9月5日開会の第3回目黒区議会定例会における質問通告が下

記のとおりありましたので通知します。

記

一般質問

質問者氏名小林かなこ

目安時間 40分

1 景観や安全・安心なまちづくりに寄与する無電柱化の進め方について

原町一丁目7番・ 8番地区では、防災性の向上に向けて、令和5年度

までに道路拡幅や無電柱化などによる歩行空間の確保が行われる予定で

ある。にこま通り商店街は幅員も狭いため、景観上、安全・安心なまち

づくりの観点からも、補助46号線まで無電柱化を延伸すべきであると

考えるが、無電柱化推進には地域の方々の理解、協力が必要不可欠であ

る。区では電線類地中化整備基本方針改定に取り組むとしているが、今

後の無電柱化の進め方について区の考えを伺う。

2 家庭福祉員制度について

（1）家庭福祉員制度の定年について、大田区など近隣の区では70歳と

するところが増えてきているが、本区の場合は65歳で定年となる。

保育の質を確保していくという観点から、家庭福祉員の定年延長につ

）
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いて検討状況を伺う。

（2）本制度については、現在、現場の家庭福祉員の方々が自己負担で、

手作りで冊子を作成し、制度の周知を図っている。区のホームページ

には制度の概要が掲載されているだけで、江戸川区など他区と比べて

も制度についての情報量が少ない。 目黒区独自の家庭福祉員制度の周

知拡大に向けた、今後の対応について伺う。

3 将来を見据えた、 目黒区の教育が目指す学校のICT化について

（1） 目指すべき次世代の学校・教育現場を実現するために、文科省では

今年6月、小中高校などでのICTの活用について「新時代の学びを

支える先端技術活用推進方策」をまとめた｡ハード上や利活用上の課

題がある中でも、学校のICT環境は文房具と同様に教育現場におい

て必要不可欠であるとの考えから、世界最先端のICT環境の実現に

向け、 ロードマップを年度内に策定する予定である。新しい時代とな

り、 これからの目黒区の教育が目指す学校のICT化についてビジョ

ンを伺う。

（2）本区では、 この4月から 「学校ICT課」が新たに設置されたと．こ

ろであるが、現在の進捗状況を伺う。

質問者氏名いいじま和代

目安時間 40分

「支え合う温かな目黒」を目指して、大きく3点6項目の質問をさせて

頂きます。

1 ． 「認知症の予防対策」について

6年後の2025年には65歳以上の5人に1人が認知症になるとさ

れ、認知症施策の充実は喫緊の課題です。本年6月に与党は「認知症基

本法案」を衆議院に提出しました。そこで、 目黒区における認知症予防

対策について伺います。

（1） 「認知症基本法案」のポイントは、認知症の方の尊厳を保ち、社会の

一員として尊重される共生社会の実現を掲げており、認知症の方の視

点を重視した施策が必要と理念に示しております。そのためには、本

人同士が集い、体験や希望、必要としていることを語り合う 「本人ミ

今
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－テイング」ができる場の設定が大事だと考えますが、所見を伺いま

す。

（2） 「認知症サポーター」の方々への「ステップアップ講座」が行われて

おりますが、その先の対策として、習得した「認知症への正しい理解

と適切な対応」のスキルを活かした地域づくりについて、所見を伺い

ます。

（3）社会参加と健康を考えたボランティアに関して、シニア読み聞かせ

・ ボランティア「りぷりんと」を平成30年第1回定例会で提案し、 「実

施に向けて検討する」 と答弁がありましたが、その後の進捗状況を伺

います。

2 「妊娠期から子育て期の孤立予防対策」について

母子の健康と子どもの健やかな成長のため、公明党は妊娠期から子育

て期までの切れ目のない支援に取り組み「子育て世代包括支援センター

（日本版ネウボラ）」の開設や産後ケアの拡大等を推進してきました。そ

こで、 目黒区における妊娠期から子育て期の孤立の予防対策について伺

います。

（1）切れ目のない子育て支援として、保健所等において子育て世代包括

支援センター機能が充実しましたが、現状と課題を伺います。

（2）妊娠期から子育て期の孤立の不安に寄り添い、支え、つながること

で、子育ての不安解消を目指す「きずなメール・LINE」の導入と、

その「きずなメール・LINE」に、 目黒区の子育て情報を組み合わ

せ配信することで、より安心した子育てが期待できると考えますが、

所見を伺います。

3 「たばこの受動喫煙防止対策」について

東京2020オリパラ競技大会に向け、昨年「健康増進法の一部を改

正する法律」が成立し、 2020年4月には全面施行されます。また、

東京都受動喫煙防止条例では、本年9月から飲食店での喫煙室の有無の

掲示の義務化で、屋外指定喫煙所の利用が多くなると予想されます。現

在、受動喫煙の影響が大きいと見受けられる中目黒GT前の指定喫煙所

は、喫煙所としての機能を早急に見直すべきですが、所見を伺います。
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質問者氏名梅田まさみ

目安時間 35分

｢目黒区ポイ捨てなどないまちをみんなでつくる条例」に関して

目黒区の本条例に関して、成立より16年が経過しました。 これまで

相当数の問題提起、禁煙区域の追加などの措置をとってきましたが、 「健

康増進法」の一部改正が成立したこと、及び2020東京オリンピッ

ク・パラリンピックによる外国人旅行者を多数迎えるにあたり、改めて

早急に対応する事案に関して提起したいと考えます。

（1） 目黒区の本条例において禁止区域以外の喫煙は移動しないことを前

提に認められています。 これは、 いわゆる「歩きたばこ」は子どもに

害を与える可能性があるなどの理由をお聞きしました。その場合、 目

黒区内の幼稚園、小学校及び通学路、公園、病院付近等が禁止区域に

指定されない理由を伺います。

（2） 「加熱式たばこ」の取り扱いについて、 「改正健康増進法」では一部

規制の対象となっています。 目黒区に．おいては、加熱式たばこの禁止

エリアでの自由喫煙及び禁止エリア外での移動喫煙を、過去の検討結

果を踏まえての現在の方向性を伺います。

（3）本条例第10条に「まちの環境美化に関する行動計画を策定し」と

あり、 目黒区のHPも確認しました。啓蒙活動や行動目標が掲げられ

ています。設定されてから12年ほど経っていますが、 どれだけの目

標達成があったのか、具体的な事例と数値を伺います。

（4）本条例において、違反者に対する「指導」 「勧告｣、 「罰金」などを科

す権限は区長にあります。本件の施行は2004年1月からですが、

この15年間において、それらが適用された件数を伺います。

（5）池尻大橋駅付近の喫煙に関して、世田谷区と目黒区の境界線付近に

ある、たばこ販売所で屋外に灰皿が設置されています。世田谷区の条

例は昨年改正され、 「全ての道路、公園での喫煙禁止」となりました。

そのため、昼食時などでは「目黒なら大丈夫」として相当数の喫煙者

が集まっています。既に担当者は確認済みと思いますが、今後とも対

応は考えていないのでしょうか。具体的に伺います。
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202Oオリンピック・パラリンピックにおいて、 目黒区．世田谷区

にまたがる「駒沢オリンピック公園」は、公式練習場にも指定されてい

ます。当然世界各国から来訪者が見込まれます。喫煙している外国人旅

行者に「あの信号の向こう側は目黒区ですから、そこでお願いします」

と説明するのもいかがなものかと考えます。根拠法である「健康増進

法」の一部改正や隣接する世田谷区の条例改正など、周辺が大きく変わ

っている中、 目黒区は16年前の条例のままで良いのでしょうか。抜本

的な改正に向けた話し合いと、来年に向けた駒沢オリンピック公園周辺

の喫煙禁止区域追加を提言します。

質問者氏名斉藤優子

目安時間 35分

1 羽田低空飛行ルートの見直しと撤回について

国交省が8月8日に示した羽田新飛行ルートは早ければ夏ダイヤ改正

の2020年3月29日から目黒区600m上空を1分半の間隔で飛.ぶ

ことになる。運行されれば、住環境が脅かされ、騒音対策や落下物の危

険も伴う。また、区内の保育施設に通う子どもたちも大きな影響を受け

る。

以上を踏まえて問う。

（1）日本共産党都議団の情報公開請求で、東京都が意見表明にあたつて

事前に議事内容の確認とともに「羽田低空飛行を容認する都の意見

案」について意見が求められ、 目黒区は「なし」と回答していた。 「容

認することの都の意見案」が提出されることを事前に知っておきなが

ら 「都の意見案への意見」を求められたとき、なぜ異論や意見を述べ

なかったのか。

（2）国交省は落下物について「落下物対策総合パッケージ」を着実に履

行すると表明しているが、落下物をゼロにすることはできない。騒音

対策では降下角度を0． 5度引き上げていることで解決できるとして

いるが、パイロットからすれば、 0． 5度引き上げると操縦席からは

別世界。経験していない角度での着陸は尻餅事故が多発しかねないと
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専門家は指摘している。騒音や落下物の危険性が知られていないから

こそ、全区民を対象とした教室型説明会の開催を国に求めるべきと考

えるがいかがか。

（3）目黒区議会でも陳情が4回出され継続審査になっている。区民から

合意を得られていない中、 目黒区としても全区民の安全と命を守る立

場から新羽田ルートは認められないと態度をきちんと示すべきではな

いか。

2高齢者センターの送迎とお風呂の拡充について

田道高齢者センターは将棋や囲碁、認知症や介護の予防体操、歌声喫

茶やパソコン教室があり、無料で利用できる檜のお風呂は高齢者の憩い

’の場になっている。色々な施設やサービスを利用できるだけではなく、

生きがいの場、 自分の居場所、友だちとの大切な場として利用されてい

る。一層高齢化が進み、ひとり暮らしの方も増える中、センターの最大

限の活用こそが、 目黒区が目指す健康福祉の増進につながる。センター

の存在を知らない高齢者にもっと周知すべきである。

また近年、公衆浴場が後継者不在f利用者減少等の理由によ．って廃業

になり、公衆浴場を利用する高齢者から、銭湯が無くなって困っている

という声が上がっている。地域と曜日に関係なくセンターのお風呂を利

用できるようにして欲しいと、利用者からヒアリングした。

以上のことを踏まえ、センターのお風呂利用について伺う。

（1）曜日によって地域が指定され、お風呂の利用は週1回しか使えない

ようになっているが、センターのお風呂利用は友達との交流、生きが

いや楽しみの場である｡近年、公衆浴場廃業も増えている。希望すれ

ば週2回利用できるようにしてはいかがか。

（2）送迎があれば近所のお友達に声を掛けたい、送迎があればセンター

のお風呂を利用したいという声や、実際大変な思いをしてセンターに

行っている高齢者もいる。遠い人は行けないという、利用格差が生じ

てはならない施設であり、高齢者が安心して使えるようにするため、

高齢者センターを経由するコミュニティバスを実施すべきと考えるが、

いかがか。
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質問者氏名かいでん和弘

目安時間 45分

1 若い世代と区政について（全区的な主権者教育を）

現在の目黒区政は、若者にとって「身近な存在」ではない。例えば平

成29年実施の目黒区世論調査において、区政に関心のある人の割合は、

全世代平均67． 3％に対して、 10 ． 20代が36． 8％、 30代で

は56． 0％と若い世代が極端に低くなっている。また、今年4月の目

黒区議選における投票率も、全世代平均が40． 3％だったのに対して

10 ． 20代が23． 5％、 30代が29． 5％と10ポイント以上も

低い。若い区民が区政に関心を持ち、 自らの態度を表明できるような主

権者教育の充実が急務であるとの考えのもと、以下の点について伺う｡

（1）平成29年告示の小・中学校の学習指導要領において、主権者教育

は「現代的な諸課題に関する教科等横断的な教育内容」 として位置付

けられているが、学年ごとに身につけるべき事項の記載にとどまり、

指導方法については各学校に委ねている。 目黒区立小・中学校での主

権者教育においても、実際の授業内容については、学校ごと、先生ご

とのマネジメントに任されており、主権者教育の内容及び質について

は区内でもばらつきがある。若い世代の区政に対する関心の薄さとい

う課題があるなかで、未来の目黒区を中核として担う区立小・中学校

の子どもたちに対しては早いうちから区政への関心喚起を含めた教育

が欠かせないことを鑑みれば、区の主導により主権者教育計画を策定

するなど、区として目指す主権者教育の方向性や内容を改めて体系立

て、区内で統一した方法のもと進めてい､く必要があると考えるが、区

の所見を伺う。

（2）選挙管理委員会による主権者教育の取り組みとして区立小・中学校

への出前授業が挙げられるが、昨年度は小学校22校中2校、中学校

9校中7校のみの実施であった。

ア実施校を増やすために今後どのように周知を図るか、所見を伺う。

イ 中学校における出前授業の実施内容としては、生徒会役員選挙へ

実際の選挙資機材を貸し出しての投票体験や、スライドを使っての

ミニ講座を行っているとのことだが、平成28年の中央教育審議会

「幼稚園、小学校、中学校、高等学校及び特別支援学校の学習指導

ハ

－7－






